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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当行は、「紀陽フィナンシャルグループの経営理念」（後述）を具現化するため、あらゆるステークホルダーの立場をふまえた透明・公正かつ迅

速・果断な経営の意思決定をはじめとする「コーポレートガバナンスの充実」を、経営上の重要課題として位置づけ、継続的に取り組みます。

この実践に向けて、あらゆる企業活動の基本方針として「紀陽フィナンシャルグループの誓い」を制定し、当行の使命として、総合金融サービス

の提供を通じ地域社会の繁栄に貢献することを「お客さま」、「株主」および「地域社会」に誓うとともに、「紀陽フィナンシャルグループ行動憲章」な
らびに「紀陽フィナンシャルグループ役職員行動規範」を制定し、全役職員が地域金融機関としての社会的責任と公共的使命を十分認識し、共通
の倫理観や価値観を持ち、コンプライアンスを重視する企業風土の醸成に努めます。

当行は、2017年6月29日に開催した第207期定時株主総会で定款を一部変更し、監査等委員会設置会社に移行いたしました。監査等委員である
取締役に取締役会の議決権を付与することで取締役会が適切な監督機能を発揮するとともに、社外取締役が全委員の過半数を占める監査等委
員会が監査・監督機能を発揮することでコーポレートガバナンスの充実に取り組んでおります。

【紀陽フィナンシャルグループの経営理念】

地域経済の発展に貢献する地域金融グループとして、お客様のニーズに対して高度かつきめ細やかな総合的金融サービス企業を目指します。

当行は、これらを実践すべく、株式会社東京証券取引所が定める「コーポレートガバナンス・コード」の趣旨を踏まえ、当行の役職員が最良のコー

ポレートガバナンスを実現するための行動指針として、「コーポレートガバナンス・ガイドライン」を制定し、当行ホームページにて公表しております。

≪コーポレートガバナンス・ガイドライン≫

（http://www.kiyobank.co.jp/investors/ir/merger/pdf/guideline.pdf）

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【原則４－８　独立社外取締役の有効な活用】

当行は当行をとりまく環境を総合的に勘案し、３分の１以上の独立社外取締役を選任することが必要と考えており、今後、３分の１以上の独立社外
取締役の選任を目指してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４いわゆる政策保有株式】

当行の政策保有株式に関する方針、ならびに政策保有株式に係る議決権行使基準は以下の通りです。

（１）政策保有株式については、地域金融機関としての「経営戦略上の必要性」や「取引先に対する営業戦略上の必要性」を重視して、その保有意
義が認められる場合に限り保有し、取引先企業との十分な対話を経た上で縮減を進める方針とする。

（２）取締役会は、全ての政策保有株式について、資本コストやリスク・リターンを踏まえた中長期的な経済合理性や保有先との総合的な取引関係
等の保有意義を定期的に検証したうえで、政策保有先毎に策定した保有方針に沿って、保有の可否を判断する。また、経済合理性・保有意義の
検証は、当行の利益計画に基づく採算性指標等を基準として実施する。

（３）議決権行使にあたっては、政策保有先の経営状況やガバナンスなどを考慮し、中長期的な企業価値向上の観点から、総合的に賛否を判断す
る。なお、中長期的な企業価値向上や株主価値に大きな影響を与える可能性のある以下の議案に対しては、当該企業との対話等を通じて賛否を
判断する。

・取締役・監査役選任議案および退職慰労金贈呈議案

（一定期間に亘り赤字もしくは無配の場合、ガバナンス上の問題がある場合等）

・合併等の組織再編議案

・買収防衛議案　等

（コーポレートガバナンス・ガイドライン第７条（政策保有株式））

【原則１－７ 関連当事者間の取引】

取締役の競業取引および取締役と銀行間の自己取引・利益相反取引については、取締役会の承認決議を要するものとする。

また、取締役会で承認された取引についての重要な事実を取締役会に報告するものとする。

（コーポレートガバナンス・ガイドライン第８条（関連当事者間の取引））

【原則２－６ 企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当行は、基金型の企業年金制度を採用しており、アセットオーナーとして期待される機能を発揮できるよう、基金事務局に資産運用等に精通した
人材を計画的に配置しております。また、運用部門、企画部門、リスク管理部門の業務に精通した者を構成員とする「資産運用委員会」を定期的
に開催し、運用の基本方針、運用機関の選定、評価、運用ガイドライン及び資産構成割合等、資産運用に関する事項を幅広く審議することで、加
入者・受給者等の安定的な資産形成と企業年金の受益者と会社との間における利益相反の適切な管理に努めております。

【原則３－１ 情報開示の充実】

(1)会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

当行では経営理念や中期経営計画を策定し、当行ホームページにて公表しております。なお、「紀陽フィナンシャルグループの経営理念」につい

ては、本報告書「１．基本的な考え方」にも記載しております。



≪経営理念等≫

（http://www.kiyobank.co.jp/investors/financial_group/logo.html）

≪経営計画（第５次中期経営計画）≫

（http://www.kiyobank.co.jp/investors/ir/merger/pdf/merger_plan_5th_mid.pdf）

(2)コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方は、本報告書「１．基本的な考え方」に記載しております。また基本方針については、「コーポレ

ートガバナンス・ガイドライン」を制定し、当行ホームページに掲載しておりますので、ご参照ください。

≪コーポレートガバナンス・ガイドライン≫

（http://www.kiyobank.co.jp/investors/ir/merger/pdf/guideline.pdf）

（3）取締役の報酬を決定するにあたっての方針と手続

　当行の取締役の報酬を決定するにあたっての方針と手続は以下の通りです。

・取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬については、株主総会で定められた報酬年額限度額の範囲内で、報酬諮問委員会の提言を受
け、監査等委員会からの意見陳述を踏まえ、取締役会の決議により決定する。

・監査等委員である取締役の報酬については、株主総会で定められた報酬年額限度額の範囲内で、監査等委員である取締役の協議により決定
する。

・取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬体系は役位などによる固定報酬部分、取締役会で予め定めた経営指標の達成率や担当部門別
の業績により決定される業績連動報酬部分および株式報酬型ストック・オプションとする。

・監査等委員である取締役の報酬体系は固定報酬部分のみとする。

（コーポレートガバナンス・ガイドライン第２６条（取締役の報酬））

(4)取締役候補等の指名ならびに代表取締役の選解任を行うにあたっての方針と手続

当行の取締役候補の指名を行うにあたっての方針と手続は以下の通りです。

・取締役（監査等委員である取締役を除く）は以下の条件を充足する者とし、取締役候補者については指名諮問委員会の提言を受け、監査等委
員会からの意見陳述を踏まえ、取締役会決議により決定する。

(a)優れた人格、見識、能力および豊富な経験を有していなければならない。

(b)高い倫理観をもち、法令等遵守に関し誠実にかつ率先垂範して取り組むとともに、善良なる管理者の注意をもってその職務を遂行しなけ

ればならない。

(c)定款ならびに株主総会の決議を遵守し、当行のため忠実にその職務を遂行しなければならない。

（コーポレートガバナンス・ガイドライン第１５条（取締役（監査等委員である取締役を除く）の資格・指名手続））

・監査等委員である取締役は以下の条件を充足する者とし、監査等委員候補者については指名諮問委員会の提言を受け、監査等委員会の同意
を得た上で、取締役会にて決定する。

(a)優れた人格、見識、能力及び豊富な経験を有していなければならない。監査等委員のうち最低１名は、財務・会計に関する適切な知見を有し

ている者でなければならない。

(b)高い倫理観をもち、法令等遵守に関し誠実にかつ率先垂範して取り組むとともに、善良なる管理者の注意をもってその職務を遂行しなけ

ればならない。

(c)定款ならびに株主総会の決議を遵守し、当行のため忠実にその職務を遂行しなければならない。

（コーポレートガバナンス・ガイドライン第１６条（監査等委員である取締役の資格・指名手続））

当行の代表取締役の選解任を行うにあたっての方針と手続は以下の通りです。

・当行は代表取締役の選定を最も重要な戦略的意思決定として位置付けており、指名諮問委員会の提言を踏まえ、取締役（監査等委員である取
締役を除く）の中から代表取締役に必要な資質・要件を備えた人物を、取締役会にて決定する。

・代表取締役の解職については、著しい業績悪化や重大なコンプライアンス違反等代表取締役がその機能を十分発揮していないと認められる場
合、指名諮問委員会の提言を踏まえ、取締役会にて決定する。

（コーポレートガバナンス・ガイドライン第１７条（代表取締役の選解任に関する方針と手続））

（５）取締役候補者の個々の選任・指名の説明

・取締役候補者に関する個々の選任・指名理由については、「株主総会招集ご通知」参考書類に掲載しておりますので、ご参照ください。

（http://www.kiyobank.co.jp/investors/ir/meeting/pdf/208_a.pdf）

【補充原則４－１－１】

（１）取締役会は、法令や定款に定められた事項のほか、取締役会規程等において定められた事項について決定いたします。

（２）取締役会は、重要な業務執行の決定について、業務執行取締役等に委任できるものとしております。当行では規程で定めた事項について、
業務執行取締役等で構成する経営会議に委任しております。

（コーポレートガバナンス・ガイドライン第１２条（取締役及び取締役会の役割・責務））

【原則４－９ 独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

社外取締役候補の選任にあたっては、職務の執行に必要な知見・経験や能力を有し、かつ、会社法に定める社外取締役の要件を満たしている

ことに加え、当行の事業課題に対する積極的な提言や問題提起、経営の監督機能を発揮するため、当行からの独立性の確保を重視しており、株

式会社東京証券取引所が定める独立性基準を満たすことを前提とした、当行の独立性判断基準を定めております。独立性基準の詳細について

は、本報告書「【独立役員関係】その他独立役員に関する事項」、もしくは当行ホームページにて公表しております「コーポレートガバナンス・ガイド

ライン」の「第２１条（独立社外取締役の独立性判断基準及び資質）」をご参照ください。

【補充原則４－１１－１　取締役会全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方】

取締役会の実効性を確保するため、定款で定める取締役（監査等委員である取締役を除く）２０名以内、監査等委員である取締役６名以内で必要
な人数の取締役を選任するとともに、取締役会全体としての知識・経験・能力のバランスやジェンダーを含む多様性の確保に努め、当行の業務に
精通した「社内取締役」と、社外での豊富な経験と知見を有し、独立した客観的な立場から実効性の高い監督を行う「社外取締役」で取締役会を構
成しております。

（コーポレートガバナンス・ガイドライン第１４条（取締役会の構成））

【補充原則４－１１－２　取締役の他の上場会社の役員の兼任状況】

取締役（監査等委員を含む）の重要な兼職の状況については、当行ホームページにて公表しております「株主総会招集ご通知」の「事業報告　２．
会社役員に関する事項、および株主総会第２号議案」に掲載しておりますのでご参照ください。



（http://www.kiyobank.co.jp/investors/ir/meeting/pdf/208_a.pdf）

【補充原則４－１１－３　取締役会全体の実効性についての分析・評価及びその結果の概要の開示】

取締役会は、各取締役の自己評価などを踏まえ、毎年、取締役会全体の実効性について分析・評価を行い、その結果の概要を適切に開示するこ
ととしております。

（コーポレートガバナンス・ガイドライン第２２条（取締役会の実効性についての分析・評価））

2018年6月の取締役会において、全取締役（監査等委員含む）を対象に実施したアンケート結果を踏まえ、2017年度の取締役会全体の実効性に
関する分析・評価を行い、その結果について審議いたしました。評価結果の概要は以下の通りであり、取締役会の実効性は十分確保されているこ
とを確認しております。

・取締役会は、豊富な知識や経験を持つ多様なメンバーで自由闊達な雰囲気で議論がなされており、適切な運営のもと有効に機能し、実効性は
十分確保されている。

・取締役会のモニタリング機能の更なる強化に向け、議案及び報告事項の見直しを行い、今後は「サクセッション・プラン」、「ＩＲ活動報告」等につい
て審議を行う必要があることを認識した。

・中長期的な実効性の向上のため、取締役会の規模・構成について、外部環境の変化も踏まえ、引き続き検討を行う。

【補充原則４－１４－２　取締役に対するトレーニングの方針】

取締役の就任時に、上場会社の取締役として期待される役割・責務・関連法案およびコンプライアンスに関する知識修得を目的とする研修を実施
するとともに、就任後にも定期的に研修を実施し、変化する社会情勢や法令等に適合した高度な倫理意識を醸成するよう努めております。また、
自己研鑽を奨励し、必要に応じて外部機関が提供する機会の提供・斡旋を行うとともに、その必要費用について広く支援を行っております。

なお、新任の社外取締役に対しては、当行の経営理念や経営戦略、業務内容などの知識を習得する機会も提供しております。

（コーポレートガバナンス・ガイドライン第２５条（取締役のトレーニング））

【原則５－１ 株主との建設的な対話に関する方針】

株主・投資家との双方向の建設的な対話を促進し、当行の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るため、以下の方針を定めておりま

す。

（１）ＩＲを担当する企画本部長が、株主との対話に係る業務全般を総括し、適切な情報共有など対話を補助する他部署との緊密な連携

を確保する。

（２）株主総会や個別面談以外に、株主や機関投資家向けの決算説明会等を定期的に開催し、株主・投資家とのより緊密なコミュニケーションの

充実に努める。

（３）株主・投資家との対話において把握された当行に対する意見や懸念をとりまとめ、その重要性や性質に応じて、適宜、経営陣や取締役会に

報告する。

（４）株主・投資家との対話に際しては、「内部者取引（インサイダー取引）の未然防止」、「フェア・ディスクロージャー・ルール」に関する行内規程等
に従い、情報管理の徹底と適時適切な情報開示に努める。

（コーポレートガバナンス・ガイドライン第２８条（株主との建設的な対話に関する方針））

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 2,382,600 3.45

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,330,300 3.38

紀陽フィナンシャルグループ従業員持株会 1,877,431 2.72

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 1,853,600 2.68

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 1,403,700 2.03

DFA　INTL　SMALL　CAP　VALUE　PORTFOLIO 1,234,300 1.79

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口２） 1,067,800 1.54

ＧＯＶＥＲＮＭＥＮＴ　ＯＦ　ＮＯＲＷＡＹ 1,065,555 1.54

株式会社島精機製作所 1,059,624 1.53

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口１） 1,059,300 1.53

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

上記資本構成は2018年9月末の状況。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月



業種 銀行業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

特になし



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 26 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 13 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

水野八朗 弁護士 ○

山野裕 他の会社の出身者 ○

山中俊廣 公認会計士 ○

西田恵 弁護士 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

水野八朗 ○ ○

水野八朗氏とは一般預金者としての経常
的な取引はありますが、取引の規模や性
質に照らして、株主・投資家の判断に影響
を及ぼすおそれはないと考えられることか
ら、概要の記載を省略しております。

弁護士としての豊富な経験と見識を有してお
り、当行の取締役として、経営から独立した立
場で取締役会の意思決定機能や監督機能の
実効性強化をするうえで、十分な経験と見識を
有しているため、および企業経営の健全性の
確保、コンプライアンス経営の推進について指
導いただくため。

また、顧問契約など当行と特別な利害関係は
なく、一般株主と利益相反の生じるおそれがな
いため。



山野裕 ○ ○

山野裕氏とは一般預金者としての経常的
な取引はありますが、取引の規模や性質
に照らして、株主・投資者の判断に影響を
及ぼすおそれはないと考えられることか
ら、概要の記載を省略しております。山野
裕氏が代表取締役専務を務めていた南海
電気鉄道株式会社と当行の間では、一般
的な銀行取引がありますが、取引の規模
や性質に照らして、株主・投資者の判断に
影響を及ぼすおそれはないと考えられる
ことから、概要の記載を省略しておりま
す。

南海電気鉄道株式会社の経理部長を７年担当
後、同社代表取締役専務等を歴任し、経営者
の経験と財務および会計に関する豊富な経験
と見識を有しており、当行の取締役として、経
営から独立した立場で取締役会の意思決定機
能や監督機能の実効性強化をするうえで、十
分な経験と見識を有しているため。また、当行
と特別な利害関係はなく、一般株主と利益相反
の生じるおそれがないため。

山中俊廣 ○ ○

山中俊廣氏とは一般預金者としての経常
的な取引はありますが、取引の規模や性
質に照らして、株主・投資者の判断に影響
を及ぼすおそれはないと考えられることか
ら、概要の記載を省略しております。山中
俊廣氏が常任監事を務めている学校法人
大阪成蹊学園、および非常勤監査役を務
めている高田機工株式会社と当行との間
では、一般的な銀行取引がありますが、い
ずれも取引の規模や性質に照らして、株
主・投資家の判断に影響を及ぼすおそれ
はないと考えられることから、概要の記載
を省略しております。

公認会計士としての専門的知見と財務および
会計に関する豊富な知識と見識を有しており、
当行の取締役として、経営から独立した立場で
取締役会の意思決定機能や監督機能の実効
性強化をするうえで、十分な経験と見識を有し
ているため。また、当行と特別な利害関係はな
く、一般株主と利益相反の生じるおそれがない
ため。

西田恵 ○ ○

西田恵氏とは一般預金者としての経常的
な取引はありますが、取引の規模や性質
に照らして、株主・投資者の判断に影響を
及ぼすおそれはないと考えられることか
ら、概要の記載を省略しております。西田
恵氏がパートナー弁護士を務めている弁
護士法人淀屋橋・山上合同と当行の間で
は一般的な銀行取引がありますが、取引
の規模や性質に照らして、株主・投資者の
判断に影響を及ぼすおそれはないと考え
られることから、概要の記載を省略してお
ります。

弁護士として豊富な経験と見識を有しており、
当行の取締役として、経営から独立した立場で
取締役会の意思決定機能や監督機能の実効
性強化をするうえで、十分な経験と見識を有し
ていること、および企業経営の健全性の確保、
コンプライアンス経営の推進について指導いた
だくため。また、顧問契約など当行と特別な利
害関係はなく、一般株主と利益相反の生じるお
それがないため。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 6 2 2 4 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

当行では「監査等委員会室」を設置し監査等委員会の職務を補助する専担者（使用人）を配属しております。

当該使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性及び指示の実効性を確保するため、次の措置をとっております。

（１）当該使用人は当行の取締役（監査等委員である取締役を除く）の指揮命令を受けず、当該使用人への指揮命令権は当行の監査等委員会に
属するものとします。

（２）当該使用人の人事考課等については当行の監査等委員会が行い、人事異動については当行の監査等委員会の同意を必要とします。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員会による監査は、監査方針及び計画に基づき、内部統制システムを利用した組織監査を実施する態勢としております。監査の実効性
を確保するため常勤監査等委員を置き、取締役会、経営会議、主要委員会への出席や意見具申、重要書類の閲覧、本部・営業店への往査、定
期的な代表取締役との意見交換、取締役及び使用人からの報告・聴取などの方法により監査を実施し、経営判断並びに業務執行の公正・適法性
を確保する態勢としております。

また、会計監査人とも定期的な会合を持ち、会計監査人による監査計画や監査重点項目については協議するなど緊密な連携を図っております。

当行の内部監査部門である業務監査部、被監査部門である企画・推進部門およびリスク管理、コンプライアンス、総務、事務管理部門とは独立し
た組織であり、当行の監査計画の立案や実施した監査結果報告について監査等委員会と連携を密にして取組んでおります。



【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名諮問委員会 4 2 2 2 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬諮問委員会 4 2 2 2 0 0
社外取
締役

補足説明

上記両委員会は2016年12月設置。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

コーポレートガバナンス・ガイドライン第２１条（独立社外取締役の独立性判断基準及び資質）において、以下の通り定めております。

・社外取締役候補の選任にあたっては、職務の執行に必要な知見・経験や能力を有し、かつ、会社法に定める社外取締役の要件を満たしてい

ることに加え、当行の事業課題に対する積極的な提言や問題提起、経営の監督機能を発揮するため、当行からの独立性の確保を重視する。

・当行は、社外取締役の独立性について、株式会社東京証券取引所が定める独立性基準を満たすことを前提とした、当行の独立性判断基準を以
下のとおり定める。

＜社外取締役の独立性に関する判断基準＞

当行における社外取締役候補者は、現在および原則として過去３年において、次のいずれの要件にも該当しない者であることを必要とする。

（１）当行を主要な取引先（※１）とする者、またはその者が法人等である場合にはその業務執行者。

（２）当行の主要な取引先（※２）、またはその者が法人等である場合にはその業務執行者。

（３）当行から役員報酬以外に過去３年平均で年間1,000万円以上の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家または法律専門家

等

（４）当行を主要な取引先（※１）とするコンサルティング会社、会計事務所、法律事務所の社員等

（５）当行から過去３年平均で年間1,000万円以上の寄付等を受ける者、またはその者が法人等である場合にはその業務執行者。

（６）当行の主要株主（※３）またはその者が法人等である場合にはその業務執行者。

（７）次に掲げる者（重要（※４）でない者を除く）の近親者（※５）

A)上記（１）～（６）に該当する者

B)当行またはその子会社の取締役、監査役、執行役員等および重要な使用人等

※１ 当行から当該取引先の直近事業年度の連結売上高の2％以上の支払いを受けた先

※２ 当行に対して当行の直近事業年度の連結業務粗利益の2％以上の支払いを行った先

※３ 議決権所有割合10%以上の株主

※４ 会社の役員・部長クラスの者や会計事務所や法律事務所等に所属する者については公認会計士や弁護士

※５ 二親等以内の親族

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

当行においては、取締役の業績及び企業価値への貢献意欲、ならびに株主重視の経営意識を従来以上に高めることを目的として、取締役（監査
等委員である取締役を除く）に対して、株式報酬型ストックオプション制度を2015年6月より導入しております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、その他



該当項目に関する補足説明

取締役（監査等委員である取締役を除く）の他、執行役員に対しても同様の理由で同制度を導入しております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

有価証券報告書に全取締役の総額開示を行っております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当行の取締役等の報酬を決定するに当たっての方針と手続は以下の通りです。

・取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬については、株主総会で定められた報酬年額限度額の範囲内で、報酬諮問委員会の提言を受
け、監査等委員会からの意見陳述を踏まえ、取締役会の決議により決定する。

・監査等委員である取締役の報酬については、株主総会で定められた報酬年額限度額の範囲内で、監査等委員である取締役の協議により決定
する。

・取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬体系は、役位などによる固定報酬部分、取締役会で予め定めた経営指標の達成率や担当部門
別の業績により決定される業績連動報酬部分及び株式報酬型ストックオプションとする。

・監査等委員である取締役の報酬体系は、固定報酬部分のみとする。

（コーポレートガバナンス・ガイドライン第２６条（取締役の報酬））

【社外取締役のサポート体制】

・秘書室と監査等委員会室に十分な人数の担当者を配置し、通常業務における取締役の支援体制を整備しております。

・取締役会の開催日程を１ヶ月以上前から調整・通知するなど、社外取締役を含め高い出席率の維持に努めております。また、十分な事前準備

のもと活発な議論が行われるよう、議決資料や報告資料は取締役会開催日の３営業日前を目処に配布するうえ、各取締役とも取締役会前後の予
定は極力排除し、十分な審議時間の確保に努めております。

・新任の社外取締役に対しては、当行の経営理念や経営戦略、業務内容などの知識を習得する機会を提供しております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

（１）現状の態勢の概要

当行は、2017年6月29日開催の第207期定時株主総会において定款の変更が決議されたことにより、同日付をもって監査等委員会設置会社へ移
行しております。監査等委員である社外取締役が４名選任されており、社外取締役が過半数を占める監査等委員会と内部監査部門が連携するこ
とにより、経営に関する監査機能の強化を図っております。

　

また、当行では、執行役員制度を導入しており、取締役が担う「経営の意思決定および監査・監督機能」、執行役員が担う「業務執行機能」を明確
に区分し、ガバナンスの強化を図っております。当行の業務執行機能の迅速化と強化を図るため、取締役会で選任された執行役員が責任をもっ
て担当部門の業務執行にあたる体制としております。

（２）意思決定機関

＜取締役会・経営会議＞

取締役会は、2018年6月28日現在において、取締役（監査等委員である取締役を除く）7名、監査等委員である取締役6名（うち、社外取締役4名）
の計13名で構成されております。取締役会は月1回の定例取締役会のほか、必要に応じて臨時に開催し、経営に関する基本的事項や重要な業務
執行の決定を行うと共に、各取締役の業務執行の状況を監督しております。

監査等委員会は原則として月1回開催され、法令、定款、監査等委員会規程等に従い、取締役会と同様に監督機能を担うと共に、取締役の業務
執行を監査いたします。

取締役会で決定した基本方針に基づく業務執行の重要事項や取締役会から委任を受けた事項については、取締役会の下部組織である経営会議
（原則週１回開催）にて決議および協議しております。なお、業務執行取締役等で構成されている経営会議には、監査等委員である取締役等も任
意で出席し、適切に提言・助言等を行ってまいります。

＜法令等遵守委員会＞

頭取を委員長とし、本部担当役員および本部長をもって構成しております。原則月１回開催し、遵法経営の徹底と行内における法令遵守意識の向
上をより進めていくために、コンプライアンス・プログラムの制定等にかかる協議を行っております。なお、リスク統括部担当役員は、委員会での審
議、検討事項を取締役会に報告しております。

＜リスク管理委員会＞

頭取を委員長とし、本部担当役員および本部長をもって構成しております。原則月１回開催し、当行グループ全体のリスク管理の観点から各種リ
スク管理体制を総合的に把握・認識し、適切な対応策を協議のうえ、取締役会への答申・報告を行っております。

また、リスク管理部門および業務執行部門に対する牽制を行い、リスクの種類、程度に応じたリスク管理体制が適切かつ有効に機能しているか
チェックを行っております。なお、リスク統括部担当役員は、委員会での審議、検討事項を取締役会に報告しております。

＜ＡＬＭ戦略委員会＞

頭取を委員長とし、本部担当役員および本部長をもって構成しております。原則月１回開催し、当行の経営資源の最適配分を目的に、リスクとリ
ターンの観点から、資産及び負債に関する各種ポートフォリオの運営管理等に関する協議を行っております。なお、企画本部長は、委員会での審
議、検討事項を取締役会に報告しております。



＜IT戦略委員会＞

頭取を委員長とし、本部担当役員および本部長をもって構成しております。原則３ヶ月毎に開催し、当行の経営管理機能の強化と業務の効率性向
上を目的に、経営戦略に合致する中長期的なIT戦略の策定、大規模システム案件の決定、当初計画等の履行状況のモニタリング等を行っており
ます。なお、企画本部長は、委員会での審議、検討事項を取締役会に報告しております。

＜経営諮問委員会（アドバイザリーボード）＞

社外の有識者を構成員とし、経営に対する客観的評価と助言を得ております。なお、企画本部長は、委員会での協議内容を取締役会に報告する
とともに、当行ホームページ上で公表しております。

＜指名諮問委員会＞

委員３名以上（その半数以上は独立社外取締役）で構成し、委員長は、独立社外取締役の中から取締役会の決議によって選定されます。取締
役、執行役員等の指名に係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化することを目的としております。なお、委員長は、委員会の審議
事項を取締役会に報告しております。

＜報酬諮問委員会＞

委員３名以上（その半数以上は独立社外取締役）で構成し、委員長は、独立社外取締役の中から取締役会の決議によって選定されます。取締役
（監査等委員である取締役を除く）、執行役員等の報酬に係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化することを目的としております。
なお、委員長は、委員会の審議事項を取締役会に報告しております。

（３）会計監査人の状況

当行は有限責任あずさ監査法人との監査契約を締結しております。当行の会計監査業務を執行した当該監査法人に所属する公認会計士の

氏名は以下のとおりです。

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員 業務執行社員 新田 東平

指定有限責任社員 業務執行社員 秋宗 勝彦

指定有限責任社員 業務執行社員 北口 信吾

（４）責任限定契約（会社法第４２７条第１項に規定する契約）の締結

当行と社外取締役との間で、社外取締役が、その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、法令で定める最低責任限度額をもって
損害賠償責任の限度とする契約を締結しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当行は、監査等委員である取締役（複数の社外取締役を含む）に取締役会での議決権を付与することにより監査・監督機能の強化を図るととも
に、権限の委任により経営の効率化・機能強化につなげることで、コーポレート・ガバナンスを一層充実させ、更なる企業価値の向上を図ることが
期待できることから、監査等委員会設置会社の機関設計を採用しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
2018年6月28日に開催いたしました第２０８期定時株主総会の招集通知を2018年6月5日
（23日前）に発送いたしました。

電磁的方法による議決権の行使 電磁的方法（インターネット）による議決権行使が可能です。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

機関投資家さまには、株式会社ＩＣＪが運営する議決権電子行使プラットフォームをご利用
いただけます。

招集通知（要約）の英文での提供 招集通知の一部英訳版を作成し、当行ホームページ等に掲載しております。

その他

招集通知を発送前に東京証券取引所へ開示するとともに、当行ホームページにも掲載し
ております。

株主総会において、事業報告等の説明事項のビジュアル化を実施するなど、株主にとっ
て分かりやすい総会運営に努めております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
当行の情報開示に関する基本的な考え方として「ディスクロージャー・ポリ
シー」を作成・公表し、株主・投資家等のステークホルダーに対して公平かつ適
時適切な情報開示を実施しております。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

2018年6月に、東京で会社説明会を開催しました。 あり

IR資料のホームページ掲載
ＩＲ説明会資料をホームページに掲載しております。また、決算短信等決算情
報、適時開示資料、その他プレスリリース資料、ディスクロージャー誌等をホー
ムページに掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 経営企画部に担当者（兼務）を配置しています。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

企業の基本方針として「紀陽フィナンシャルグループの誓い」を規程化し、地域総合金融グ
ループとしての使命を果たし、ステークホルダーから信頼される企業になりうることを宣誓し
ております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

地域金融機関として地域社会に貢献するために環境保全活動やＣＳＲ活動に積極的に取
り組んでおります。和歌山県「企業の森」事業や熊野古道参詣道の道普請活動への参加
に加えて、各営業店ではそれぞれの地域ごとに清掃活動などの地域貢献活動に取り組ん
でおります。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当行の情報開示に関する基本的な考え方として「ディスクロージャー・ポリシー」を策定・公
表し、株主・投資家等のステークホルダーに対して公平かつ適時適切な情報開示を実施し
ております。

≪ディスクロージャー・ポリシー≫

（http://www.kiyobank.co.jp/pdf/disclosure_policy.pdf）



その他

１．環境に関する取り組み

紀陽フィナンシャルグループでは、「地域の環境保護活動に参画するとともに、環境保全に
寄与する金融サービスを提供するなど、環境問題に積極的に取り組みます」という行動憲
章の定めに則り、地域社会の一員として、役職員一丸となって地域の環境保全活動に取り
組んでおります。また、気候変動を長期的な事業リスクとして認識し、省エネルギー・省資
源による環境への負荷の軽減に努めるとともに、地域環境の保全に向けた取組みを進め
ております。

＜環境方針＞

すばらしい自然環境に恵まれた地域とともに歩む紀陽銀行は、環境にやさしい金融機関を
めざし、以下のとおり取り組みます。

①環境に関する法律、規制、協定などを遵守します。

②環境に配慮する活動は重要な経営課題であると位置づけ、環境に配慮した活動の情報
開示に努めます。

③企業活動に伴う環境への影響を配慮し、省エネルギー・省資源により環境への負荷の
軽減に努めます。

④金融商品・サービス・情報等の提供を通じ、環境に配慮するお客さまの取組みを支援し
ます。

⑤環境方針を全役職員に徹底し、地球ならびに地域環境の保全に配慮して行動します。

２．社会に関する取り組み

＜女性活躍推進に向けた取り組みについて＞

○2016年4月、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」が
施行されたことを受けて、第１次行動計画を策定。2018年4月からは新たに第２次行動計画
（※）を策定し、女性の個性や能力が十分に発揮できる環境づくりを行うべく、さらに取り組
みを加速させております。

※第２次行動計画目標

　目標１：女性役席者数（チーフを含む）を１５０名以上とする。

　目標２：女性の勤続年数を１０年以上とする。

○2018年2月、和歌山県女性活躍企業同盟の「女性活躍推進賞」を受賞し、表彰されまし
た。女性活躍企業同盟は、女性のさらなる能力発揮と継続就労へ向けての支援を充実さ
せるために2017年に発足し、１５０以上（※）の企業・団体が参加しています。今回受賞した
「女性活躍推進賞」は、本同盟の参加企業・団体を対象に、女性の能力が十分に発揮でき
る取り組みや結婚・子育てを応援する取り組みが他の規範となる企業を表彰するもので、
「キャリア形成・職域の拡大」ならびに「仕事と家庭の両立支援」への取り組みが評価されま
した。※2018年3月時点

○2018年4月1日現在、役席者（チーフ含む）に占める女性の割合は14.2％となっておりま
す。また、リテール営業担当、法人営業担当、融資担当に女性行員を積極的に起用し、職
域の拡大を図っており、2018年4月1日現在、営業担当者および融資担当者に占める女性
の割合は52.0％となっております。引き続き、キャリア形成支援や両立支援に向けた諸制
度の整備を図ってまいります。

＜多様な人材が活躍する環境づくり＞

紀陽フィナンシャルグループでは、多様な人材がいきいきと働くための環境づくりに努めて
おります。当行の特例子会社である紀陽ビジネスサービス株式会社では、障がい者雇用に
前向きに取り組んでおり、2018年3月末現在の当行と特例子会社を合算した雇用率は
2.24％となっております。

＜情報管理体制について＞

当行では、情報資産の適切な保護・管理を実現し、業務を継続的・安定的に遂行すること
を目的に「情報管理の基本方針（セキュリティーポリシー）」を社内規定として定めるととも
に、「情報管理規定」「情報文書取扱要領」による情報の保護の徹底を図っております。ま
た、適切なシステムリスク管理を行うことにより、コンピュータシステムの安全性・信頼性を
維持することを目的に「システムリスク管理規定」を定め、その重要度に応じたシステムリス
クの管理体制を構築しております。

３．贈収賄・汚職防止態勢について

紀陽フィナンシャルグループでは、贈収賄・汚職防止の関連法令等を厳守し、社会通念上
相当と認められる程度を超える接待・贈答等を一切おこなわない旨を「紀陽フィナンシャル
グループ役職員行動規範」「紀陽銀行法令等遵守マニュアル」等に定めています。

また、コンプライアンス研修やｅ－ラーニングの実施等により贈収賄・汚職防止について従
業員への周知徹底を図るとともに、コンプライアンス・オフィサーによる定期的なモニタリン
グを実施し、態勢の強化に努めています。なお、コンプライアンス・オフィサーによるモニタリ
ング状況を含む法令等遵守態勢の維持・強化については、法令等遵守委員会（委員長：頭
取、出席者：リスク統括部担当役員他）にて審議・検討した後、リスク統括部担当役員によ
り取締役会に報告しています。

≪紀陽フィナンシャルグループ役職員行動規範≫

（http://www.kiyobank.co.jp/investors/financial_group/company_policy.html）

４．内部通報制度について

法令違反行為、不正行為等の早期発見と是正、コンプライアンス態勢の強化を目的に、公
益通報者保護法および同法の民間事業者向けガイドライン等に基づき、当行の全役職員
（行員・契約行員・パートタイマー・派遣行員）を利用対象者とする「内部通報制度」を定め、
コンプライアンス統括部署や社外弁護士を通報窓口とし、情報の匿名性の保持や通報者
の保護等、通報者にいかなる不利益も課すことのないよう適切な運用を行っております。

（コーポレートガバナンス・ガイドライン第９条第４項）



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

（１）業務の適正を確保するための体制

　当行は、業務の適正を確保するための体制（いわゆる「内部統制システム」）構築にかかる基本方針を、取締役会において次のとおり決議してお
ります。

イ．当行及びグループ会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当行及びグループ会社の全役職員による法令・定款の遵守を徹底するため、次の措置をとる。

１．「紀陽フィナンシャルグループの誓い」「紀陽フィナンシャルグループ行動憲章」「紀陽フィナンシャルグループ役職員行動規範」に基づき、紀陽
フィナンシャルグループのコンプライアンスの取り組みについて、当行及びグループ会社の全役職員への浸透を図る。

２．当行の「法令等遵守規程」に基づき、紀陽フィナンシャルグループの法令等遵守に関する重要な事項を協議するため、原則毎月、「法令等遵守
委員会」を開催する。　　　

３．当行の各部門におけるコンプライアンスの取り組みを徹底するため、法令等遵守責任者を配置する。

４．「紀陽フィナンシャルグループ行動憲章」において「地域社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは断固として対決し、関係遮断を徹
底します。また、国際社会がテロ等の脅威に直面している中で、マネー・ローンダリング対策およびテロ資金供与対策の高度化に努めます。」と定
め、反社会的勢力およびマネー・ローンダリング対策等に対しては規程等において、組織としての対応方針を明確にする。

５．当行は、法令違反や不正行為などのコンプライアンス違反の発生またはその恐れのある行為等を早期に発見し是正するため、当行及びグ
ループ会社の役職員が不利な取扱いを受けることなく通報できる内部通報制度を運用する。

ロ．当行の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当行の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制整備のため、文書管理に関する規程を定め、必要に応じて運用状況の検
証、規程等の見直しを行う。

ハ．当行及びグループ会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当行及びグループ会社の適切なリスク管理体制の整備のため、次の措置をとる。

１．当行が管理すべきリスクを明らかにし、多様なリスクを一元的に管理運営するため、「リスク管理規程」を策定する。

２．当行グループ全体のリスクを総合的に把握、認識し、適切な対応策を協議するとともに、リスク管理体制が適切かつ有効に機能しているかを
チェックするため、リスク管理委員会を設置する。

３．緊急事態の発生に伴う混乱を回避し、当行及びグループ会社の役職員、顧客等来訪者の安全並びに営業の継続を確保することを目的とし
て、緊急事態が発生した場合の基本的な対策である「緊急時対策基本規程」を定める。

ニ．当行及びグループ会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当行及びグループ会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制整備のため、次の措置をとる。

１．当行は、当行及びグループ会社の役職員の職務の執行が効率的になされるよう、当行及びグループ会社がそれぞれの職務分掌及び職務権
限規程等の組織規程を定める等の体制を構築する。

２．当行の各部門間の有効な連携、相互牽制の確保のため、重要事項について協議・決定する経営会議、各種委員会等の有効な活用を行う。

３．当行の取締役会は、全行的な目標として中期経営計画及び年度事業計画を策定するとともに、その進捗状況について報告を受ける。

ホ．当行及びグループ会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　当行は、紀陽フィナンシャルグループの中核会社として、当行及びグループ会社が業務の適正を確保するための体制整備のため、上記イ、ハ及
びニに記載の措置に加え、次の措置をとる

１．紀陽フィナンシャルグループのコンプライアンス並びにリスク管理に関する規程等について、当行及びグループ会社への浸透を図る。

２．当行は、グループ会社の運営管理に関する基本的な事項として、「関連会社管理規程」を定め、グループ会社に対する適切な管理・指導等を
行う。

３．グループ会社は、「関連会社管理規程」に基づき、必要な事項について、当行に都度協議または報告を行う。

４．当行内部監査部門は、グループ会社の業務の適正を確保するとともに、当行とグループ会社との間における不適切な取引または会計処理を
防止するため、定期的にグループ会社の監査を実施する。

ヘ．当行の監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人に関する事項

　当行は、監査等委員会の職務を補助し、その円滑な職務遂行を支援するため監査等委員会室を設置して専属の人員を配置する。

ト．当行の監査等委員会の職務を補助すべき使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性及び当該使用人に対する指示の実
効性の確保に関する事項

　当該使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性及び指示の実効性を確保するため、次の措置をとる。

１．当該使用人は当行の取締役（監査等委員である取締役を除く）の指揮命令を受けず、当該使用人への指揮命令権は当行の監査等委員会に
属するものとする。

２．当該使用人の人事考課等については当行の監査等委員会が行い、人事異動については当行の監査等委員会の同意を必要とする。

チ．当行の監査等委員会への報告に関する体制、及び当該報告をした者が報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するた
めの体制　　

　当行の監査等委員会に報告するための体制並びに、当該報告をした者が報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するた
めの体制整備のため、次の措置をとる。

１．当行及びグループ会社の役職員は、法令等に違反する事実、会社に著しい損害を与える恐れのある事実を発見したときは、当行の監査等委
員会に対して当該事実に関する事項を速やかに報告しなければならないものとする。

２．当行及びグループ会社の役職員は、当行の監査等委員会から担当部門の業務執行に関する事項の報告を求められた場合には、速やかに報
告を行わなければならないものとする。

３．「監査等委員会に対する報告に関する規程」において、当行及びグループ会社の役職員が当行の監査等委員である取締役に対して直接報告
できることを定めるとともに、当該報告をしたことを理由とした不利な取扱いの禁止を明記する。また、当該報告を行った者が不利益を被ることのな
いことを当行及びグループ会社の役職員に周知徹底する。

４．当行の内部通報制度の所管部署は、当行及びグループ会社の役職員からの内部通報のうち重要事項を当行の監査等委員会へ報告する。

リ．当行の監査等委員である取締役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又
は債務の処理に係る方針に関する事項

　当行は、当行の監査等委員である取締役の職務の執行に伴い生ずる費用(弁護士等の外部の専門家の費用を含む)又は債務について、監査等
委員である取締役の請求等に従い、速やかに適切な処理を行う。

ヌ．その他当行の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　当行の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制整備のため、次の措置をとる。

１．当行の役職員は監査等委員会監査に対する理解を深め、監査環境の整備に努める。

２．当行の監査等委員会は定期的に代表取締役と会合を持ち、重要課題等についての意見交換及び必要と判断される事項についての要請を行



う。

３．当行の監査等委員会は、経営会議等その他重要な会議への出席、内部監査部門・会計監査人との連携を通じ、実効的な監査業務を遂行す
る。

４．当行の監査等委員会は、監査の実施にあたり必要と認めるときは、弁護士等の外部の専門家の助言を受けることができる。

（２）業務の適正を確保するための体制の運用状況

　2017年度における業務の適正を確保するための体制（いわゆる内部統制システム）の運用状況の概要については次のとおりです。

イ．コンプライアンス体制について

　役職員がコンプライアンスに関し取り組むべき具体的な実践計画として「平成２９年度コンプライアンス・プログラム」を制定し、コンプライアンスの
取組みについて全役職員への浸透を図っております。

　当事業年度は、「法令等遵守委員会」を１２回開催し、法令等遵守に関する重要な事項を協議しております。

　当行およびグループ会社の役職員が不利な取扱いを受けることなく通報できる内部通報制度を周知しております。当事業年度において、重要な
法令違反等に関わる内部通報案件はありませんでした。

ロ．リスク管理体制について

　当事業年度は、「リスク管理委員会」を１２回開催し、当行グループ全体のリスクを総合的に把握、認識し、適切な対応策を協議しております。

　当行は、大規模地震・津波等の自然災害やその他の緊急事態の発生時において、社会的責務として銀行の重要業務を継続するための業務継
続計画（BCP）を策定しており、計画の実効性を確保するため、訓練等を通じて有効性を検証し、継続的に改善に努めております。

ハ．取締役の職務執行について

　当事業年度においては、取締役会を１６回開催したほか、重要事項について協議・決定する経営会議を３８回開催し、各種委員会についても適
宜開催しております。取締役会は、各部門を担当する取締役等から、中期経営計画や年度事業計画の進捗状況を含む業務執行に関する報告を
受けております。

ニ．グループ会社の管理体制について

　当行は、「関連会社管理規程」に基づき、関連会社（グループ会社）から必要な事項について、事前協議または報告を受けております。

　当事業年度においては、各関連会社との「関連会社会」をそれぞれ２回開催し、情報の共有化および連携の強化を図っております。

　当行内部監査部門は、定期的に関連会社の監査を実施し、関連会社の業務の適正を確保するとともに、当行と関連会社との間における不適切
な取引または会計処理を防止しております。

ホ．監査等委員会の監査に関する取組みについて

　当事業年度は、監査等委員全員をもって構成されている監査等委員会を１０回開催（別途、監査等委員会設置会社移行前は監査役会を４回開
催）し、監査に関する重要な事案について、協議・決議を行っております。

　監査等委員は、代表取締役と定期的な会合を持ち、重要課題についての意見交換等を行っております。

　監査等委員は、経営会議等その他重要な会議への出席、内部監査部門・会計監査人との密接な連携を通じて、実効的な監査業務を遂行してお
ります。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

・反社会的な勢力に対しては、紀陽フィナンシャルグループ行動憲章において、「地域社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは断固

として対決し、関係遮断を徹底します。また、国際社会がテロ等の脅威に直面している中で、マネー・ローンダリング対策およびテロ資金供与対策
の高度化に努めます。」と定めております。

・紀陽フィナンシャルグループの全役職員には、上記の行動憲章にもとづき、反社会的勢力に対しては、関係当局とも連携しながら毅然とした態

度で臨み、統括部署をもうけ、情報管理の一元管理や各部署への指導を行ってまいります。

・上記の「紀陽フィナンシャルグループ行動憲章」は当行ホームページに掲載しております。

（http://www.kiyobank.co.jp/investors/financial_group/company_policy.html）



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

＜適時開示体制の概要＞

（１）当行では、会社情報の適時開示に係る担当部署を以下の通りとし、正確かつ公平な会社情報の開示を徹底しております。

・情報取扱責任者

企画本部長が担当し、情報の重要性の判断、適時開示規則に定められた適時開示情報に該当するか否かの検討、開示までの情報

の管理、適時開示実務の管理・チェック等を行います。

・経営企画部（企画・ＡＬＭ担当及び主計担当）

当行ならびにグループ各社における情報の集約・管理及び会社情報の適時開示に係る実務を担当します。また、適時開示規則の改定などに

常に留意しつつ、開示基準の変更や適時開示規則の改定などが有り次第、速やかに情報取扱責任者への報告及びグループ各社への周知

徹底を行います。なお、適時開示を行うかどうかの判断等を情報取扱責任者が行う場合の補佐も行います。

・リスク統括部（法務・コンプライアンス担当）

法務面及びコンプライアンス体制の統括等を行っており、リーガルチェックなどを行います。

（２）当行ならびにグループ各社における会社情報について適時開示を行います。

・決算情報

職務権限規程に基づく決裁をうけて確定したのち、適時開示を行っております。（情報取扱責任者は適正に開示されているかをチェックします。）な
お、決算情報については、適時開示を行うとともに、遅滞なく当行ホームページに掲載しております。

・決定事項

起案部署は、取締役会等に付議する案件につき、経営企画部が作成した適時開示基準を基に「情報の重要性の判断」、「適時開示規則に定

められた適時開示情報に該当するか否かの検討」、「開示までの情報の管理」などを、事前に経営企画部ならびにリスク統括部と協議し、経営

企画部は、情報取扱責任者の了解を得て、その取扱についての方針を決定します。

取締役会等の承認により付議内容が確定したのち、経営企画部より、速やかに適時開示を行い、情報取扱責任者は適切に開示されているか

をチェックします。

・発生事実

各所轄部署は、入手した情報につき、経営企画部が作成した適時開示基準を基に、「情報の重要性の判断」、「適時開示規則に定められた適

時開示情報に該当するか否かの検討」、「開示までの情報の管理」などを、経営企画部ならびにリスク統括部と協議し、経営企画部は、情報取

扱責任者の了解を得て、その取扱についての方針を決定します。

決定後、経営企画部より、速やかに適時開示を行い、情報取扱責任者は適切に開示されているかをチェックします。なお、重要性が高いと判

断される事案については、適時開示を行うとともに、遅滞なく当行のホームページに掲載するとともに、適宜記者会見なども行っております。

・その他情報

経営企画部が作成した適時開示基準およびフェア・ディスクロージャー・ルール対応マニュアルを基に、「情報の重要性の判断」、「株価に重要な影
響を与える情報に該当するか否かの検討」、「開示までの情報の管理」などを、経営企画部にて協議し、経営企画部は、情報取扱責任者の了解を
得て、その取扱についての方針を決定します。

決定後、経営企画部より、速やかに適時開示を行い、情報取扱責任者は適切に開示されているかをチェックします。



【コーポレートガバナンス体制】
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【会社情報の適時開示に係る体制】

＜ その他情報　＞＜　決算情報　＞ ＜　決定事実　＞ ＜　発生事実　＞
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